










































































































































第 3 節から第 5 節にかけて52ページを費やしたが，今年は 6 ページにコン















































的な考え方」（第 2 章第 1 節）を見てみよう。日本に繁栄をもたらした要因
90

























































































































































































































流経法学　第17巻 第 1 号
異同をここで比較してみよう。1991年版では以下の通りであった。


































































































にかけて行ったミサイル防衛の実験は， 3 回のうち 2 回が失敗に終わった
が，それでも「わが国は，弾道ミサイルの拡散がもたらす深刻な脅威につ
102

























































































































超えるしかなかった。この第 3 章第 1 節「国際的なテロリズムへの対応」
に17ページを費やしている。こうした防衛政策は新たな一歩を踏み出した。
続く第 2 節「各種の事態への対応」で「不審船・武装工作員などへの対
応」，「ゲリラや特殊部隊による攻撃への対処のための取組」を紹介した後，
2 ページ余りにわたるコラム「武器使用規定」で，「治安出動，警護出動，
海上における警備行動などの際における武器の使用」，「武器などの防護の
ための武器の使用」，「自衛隊の施設の警護のための武器の使用」について
説明を行っている（p. 124-126）。
小括
9.11テロは21世紀の世界にとって安全保障上の脅威が何であるかを示し
たのみならず，日本の防衛政策にとっても画期となった。2001年12月の日
米防衛首脳会談で日米戦略対話を開始することで合意ができ，翌2002年 1
月と 5 月に審議官級の意見交換が行われた。日米安全保障共同宣言（1996
年）からわずか数年で日米は安保の事実上の再々定義に乗り出すことにな
る。
